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「都道府県・政令指定都市障がい者スポーツ協会実態調査」 

障がい者スポーツ 運営組織の現況を調査 
スポーツ・障がい福祉の専門性に応じた協働体制 構築進む 

笹川スポーツ財団 2016 年度 研究調査事業 
 

 

「スポーツ・フォー・エブリワン」を推進する公益財団法人笹川スポーツ財団（所在地：東京都港区 

理事長：小野清子 以下：SSF）では、日本障がい者スポーツ協会とともに、都道府県・政令指定都市

障がい者スポーツ協会の現況について調査しました。 

障がい者スポーツを取り巻く環境が大きく変動してきた中で、どのように組織強化が進み、現在どの

ような連携・協働体制に取り組んでいるのかを明らかにしました。 

            ※なお、レポートの全文は、SSF ウェブサイトでご覧いただけます。 
 

 

 

【主な調査結果】 
本調査では、全国 47 都道府県および 20政令指定都市のうち、県等協会が設置されている 57 の

協会を対象に、団体の概要と特徴、事業の特徴、財務状況、地域連携と障がい者スポーツの位

置づけについて調査した。 

  

１．法人格を持つ協会は 4 割 職員数 2～7 人規模が大半 

協会の組織形態は、法人格を持つ協会が 4 割で前回調査（2010 年）から 7 協会増加。職員数

は 2～7 人規模の協会が 75.4％（43 協会）を占めた。 
 

２．主な実施事業は「全スポ」関連事業など 支援・育成事業は実施少ない 

7 割以上の協会が、「全国障害者スポーツ大会（以下、全スポ）」関連事業、スポーツ教室の

企画・実施、障がい者スポーツ指導者養成、広報などの事業を実施していた。 
  

３．他組織との連携 今後の「強い連携」期待が 8 割 

障がい者スポーツ関係組織と他組織との連携については、現状よりも今後の連携に期待する

協会が多かった。 
  

４．他組織との協働体制は事業内容によってさまざま 

他組織との協働体制の状況は、全スポでは協会と行政が幅広く関わる地域が多く、指導者養

成などでは総合型クラブなどと関わるケースが多い、というように事業内容によって異なる

が、「スポーツの専門性」「障がい福祉の専門性」という観点で整理した。 

            →詳細は 3、4 ページ 

 
■研究担当者コメント 

地域において、障がい者が身近な場所でスポーツに親しむためには、市町村も含めた行政をはじめ、現

場で活動している組織・団体、指導者・支援者などと顔の見える関係を築いていくことが重要であろう。

協会がハブ機能として地域の社会資源とのネットワークを活かしながら、継続的かつ中核的なコーディ

ネート活動を行い、現状の課題を改善していく取り組みや地域の新たな要望に応じる仕組みづくりが大

切であろう。また、地域のキーパーソンとしての責務を担う専門職員の配置、増員が今後の障がい者ス

ポーツの振興には必須であり、そのような職員体制の充実を期待したい。 

【笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 研究員 小淵和也】 
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１．法人格を持つ協会は 4 割 職員数 2～7 人規模が大半 

都道府県・政令指定都市障がい者スポーツ協会で法人格を有しているのは約 4 割。前回調査（平成 22

年度）から 7 協会が新たに法人格を取得した。 

職員数は、43 協会（75.4％）が 2～7 人規模であった。協会の自主財源で雇用している専任職員を配置

している協会と、協会を運営する法人・団体の職員を協会に専任職員として配置している協会は、それ

ぞれ約 4 割であった。 

 

 
 

２．主な実施事業は全スポ関連事業など 支援・育成事業は実施少ない 

全スポ関連事業（予選会、選手派遣、強化練習会）、「スポーツ教室の企画・実施」、「障がい者スポーツ指導

者養成」、「広報」などの事業においては、それぞれ 7割以上の協会で事業を実施していた。一方で、協会が実

施している事業として少なかったのが、「クラブ育成・支援」（56.1％）、「地域の活動拠点の拡大・支援」

（49.1％）、「障がい者スポーツ指導者以外のボランティア養成」（40.4％）である。地域において障がい

者スポーツを根付かせていくことが協会の主な役割の一つであることを考えると、いずれも欠かせない事業であ

るため、協会が中心となり、他の団体・組織と協働して、実施可能な体制を作ることが求められる。 

 

 

３．他組織との連携 今後の「強い連携」期待が 8 割 

障がい者スポーツ関係組織の現状と今後の連携についてみると、総じて、現状よりも今後の連携に期待する

協会が多かった。「日本障がい者スポーツ協会」「障がい者スポーツ指導者協議会」との連携を期待する

協会は約 9 割、「障がい者団体」「特別支援学校（特体連含む）」との連携を期待する協会は約 8 割であ

った。 

スポーツ団体・企業においては、「プロスポーツ団体」との連携は、現状約 7 割の協会ができておらず、「総合

型地域スポーツクラブ」では約 6割、「都道府県・指定都市のスポーツ推進委員協議会」では約 5割の協会が連

携していなかった。「一般スポーツ競技団体」への今後の連携については、大半の協会が望んでおり、これはス

ポーツの専門性についての支援を期待していると考えていることができる。民間企業との連携を今後求めている

協会が約9割あり、事業そのものへの連携に加えて、資金援助の部分での支援を求めていることが推察される。 

 

 

４．他組織との協働体制は事業内容によってさまざま 

全スポ関連事業（予選会開催、選手派遣）は、協会と行政が協働体制で実施していることが多く、事

業の企画から、会場確保、広報・集客関連、当日運営まで幅広く両者が関わっている地域が多かった。

また、地域の活動拠点の拡大・支援、障がい者スポーツ指導者養成は、総合型クラブやスポーツ推進委

員が広報・集客関連で関わりを強めている。障がい者スポーツ教室の開催、障がい者スポーツ連携促進

イベントの開催は、行政をはじめ、総合型クラブ、スポーツ推進委員、体育協会、特別支援学校、社会

福祉協議会など、スポーツの分野、障がい福祉の分野と、さまざまな団体・組織が関わるようになって

きた。 
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図表 3 協会実施事業：協働する組織・団体のスポーツ・障がい福祉の専門性 

 

 

 

調査概要 

【調  査  名】都道府県・政令指定都市障がい者スポーツ協会実態調査 

【調 査 対 象】全国 47 都道府県および 20 政令指定都市のうち、県等協会が設置されている 57 の協

会（日本障がい者スポーツ協会の障がい者スポーツ協会協議会に登録している団体）。 

※障がい者スポーツ協会のなかには、「協会」の名称を使用していない組織もあるが、障がい

者スポーツ協会協議会に加盟する 57 組織については「協会」とする。 

【回 答 結 果】回収数は 57 件（回収率 100％） 

【調 査 項 目】2010 年度に日本障がい者スポーツ協会が実施した調査の追跡調査を実施した。以下 4

点を重点調査。 

・団体の概要と特徴 

・事業の特徴 

・財務状況 

・地域連携と障がい者スポーツの位置づけ 

【調 査 期 間】2016 年 10 月 25～11 月 15 日 

【研 究 主 体】公益財団法人 日本障がい者スポーツ協会／公益財団法人 笹川スポーツ財団 

 
※本報告書では、「障害」と「障がい」の二つの言葉を使用している。法律や組織、大会の名称等は

その表記に従い、広く障害者を指す場合は「障がい」と表記した。 


